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11 章 仮 設 工

11.1 土留・仮締切工

11.2 締切排水工

11.3 仮橋・仮桟橋工

11.4 足場工

11.5 支保工

11.6 仮囲い設置撤去工

11.6.1 仮囲い設置撤去工

11.6.2 雪寒仮囲い工

11.7 土のう工

11.8 切土及び発破防護柵工

11.9 汚濁防止フェンス工

11.10 アンカー工

11.11 鉄筋挿入工（ロックボルト）

11.12 ウエルポイント工

11.13 連続地中壁工（柱列式）

11.14 敷鉄板設置撤去工
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１１章 仮設工
１１．１ 土留・仮締切工

１．適用

土留（親杭横矢板工法、鋼矢板工法）、仮締切（一重締切、二重締切）、路面覆工等の

仮設工に適用する。

２．矢板工

（１）数量算出項目

矢板工の延長、枚数、質量を区分ごとに算出する。

（２）区分

区分は、施工箇所、規格、矢板長とする。

１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 施 工 矢 板 長
規 格 単位 数 量 備 考

項 目 箇 所 (Ｈ形鋼長)

延 長 ｍ

枚 数 枚
○ ○ ○

（本 数） (本)

質 量 ｔ

注）（）書きは、Ｈ形鋼に適用する。

２）施工箇所区分

施工箇所（ブロック）ごとに区分して算出する。

３）規格および矢板長（Ｈ形鋼長）区分

矢板（Ｈ形鋼）の材質、型式、１枚当り長さ（１本当り長さ）ごとに区分して算出する。

なお、親杭（中間杭）に使用するＨ形鋼は、杭用（生材）を標準とする。

（３）数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとす

る。

１）枚数

施工枚数は、鋼矢板の中心線の長さを１枚当りの幅で除した値とし、小数以下の端数は

切上げて整数にまとめるものとする｡

なお、施工場所から矢板置場までの距離について、３０ｍ以内の場合と３０ｍを超える

場合毎に区分して算出する。

２）継手数

継矢板を施工する場合は、矢板（Ｈ形鋼）の規格毎に、１枚(本)当たり継手数(箇所)

についても算出する。
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３）質量

施工質量は、次式により算出するものとする。

施工質量＝矢板長(Ｈ形鋼長)×単位質量×施工枚数(本数)

◎ 鋼矢板の施工質量算出例

施工延長 L=23.6ｍ、 Ⅲ型 H=10ｍ／枚 の場合

施工質量＝35.4t

23.6m÷0.4m/枚 = 59枚

10m/枚×0.06t/m×59枚 = 35.4t

４）打込長又は圧入長及び引抜長を、施工箇所（ブロック）ごとに算出する。

また、打込長又は圧入長に対する最大Ｎ値又は各地層ごとの加重平均Ｎ値も算出する。

＜参考＞

型 式 単位質量(kg/m) 幅(mm)

ＳＰ－Ⅱ ４８．０ ４００

ＳＰ－Ⅲ ６０．０ 〃

ＳＰ－Ⅳ ７６．１ 〃

ＳＰ－ⅡＡ ４３．２ 〃

ＳＰ－ⅢＡ ５８．４ 〃

ＳＰ－ⅣＡ ７４．０ 〃

ＳＰ－ⅤＬ １０５．０ ５００

ＳＰ－ⅥＬ １２０．０ 〃

ＳＰ－Ⅱw ６１．８ ６００

ＳＰ－Ⅲw ８１．６ 〃

ＳＰ－Ⅳw １０６．０ 〃

Ｈ－２００ ４９．９

Ｈ－２５０ ７１．８

Ｈ－３００ ９３．０

Ｈ－３５０ １３５．０

Ｈ－４００ １７２．０

注）１．鋼矢板は、ランゼン型である。

２．Ｈ形鋼は、杭用（生材）である。
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３．仮設材設置撤去工

（１）数量算出項目

切梁、腹起し、タイロッド、横矢板、覆工板、覆工板受桁等の数量を区分ごとに算出す

る。

（２）区分

区分は、施工箇所、規格とする。

１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 施 工
規 格 単位 数 量 備 考

項 目 箇 所

切 梁 ・ 腹 起 し ○ ｔ

ﾀｲﾛｯﾄﾞ・腹起し ○ ｔ

横 矢 板 ○ ○ ｍ２

覆 工 板 ○ ｍ２

覆 工 板 受 桁 ○ ｔ 設置面積700㎡を超える場合

覆工板受桁用桁受 ○ ｔ 設置面積700㎡を超える場合

２）施工箇所区分

施工箇所（ブロック）ごとに区分して算出する。

３）規格区分

仮設材の材質、型式、寸法等ごとに区分して算出する。

（３）数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとす

る。

１）切梁・腹起し等

切梁・腹起し等の質量は、下表の算出方法により算出する。

部材名 部 品 名 質量算出方法 備 考

切梁、腹起し、 ｷﾘﾝｼﾞｬｯｷ・火打受ﾋﾟｰｽ(火打ﾌﾞﾛ
主部材 積上げ ｯｸ）の長さに相当する部材長

火打梁、補助ﾋﾟｰｽ の質量を控除すること。

隅部ﾋﾟｰｽ、交差部ﾋﾟｰｽ、 ｷﾘﾝｼﾞｬｯｷ・火打受ﾋﾟｰｽの長さ
副部材 ｶﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ、ｷﾘﾝｼﾞｬｯｷ、 主部材質量 は、どちらも50㎝とする。
（Ａ） ｼﾞｬｯｷｶﾊﾞｰ、ｼﾞｬｯｷﾊﾝﾄﾞﾙ､ × 0.22 火打ﾌﾞﾛｯｸを使用する場合は、

火打受ﾋﾟｰｽ、腰掛金物、 (0.67) （ ）内の値とする。
（火打ﾌﾞﾛｯｸ）

副部材 ﾌﾞﾗｹｯﾄ、ﾎﾞﾙﾄ、 主部材質量 １回毎全損とする。
（Ｂ） ﾅｯﾄ × 0.04 火打ﾌﾞﾛｯｸを使用する場合は、

(0.06) （ ）内の値とする。

注）１．運搬質量については、主部材、副部材（Ａ）（リース材）について計
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上するものとし、副部材（Ｂ）（１回毎全損とするもの）については運

搬重量として計上しない。

２）横矢板

横矢板の数量は、横矢板を施工する壁面積を算出する。

なお、規格には、横矢板厚を表示すること。

３）土留め・締切概念図

＜参考＞

Ｎｏ 部 材 名 称

１ 腹 起 し Ｈ形鋼（加工材）の単位質量

２ 切 梁

３ 火 打 梁 規 格 単位質量(kg/m)

４ 隅部ピース

５ 火打受ピース ２００型 ５５．０

６ カバープレート

７ キリンジャッキ ２５０型 ８０．０

８ ジャッキカバー

９ 補助ピース ３００型 １００．０

１０ 自在火打受ピース

１１ 土 圧 計 ３５０型 １５０．０

１２ 交叉部ピース

１３ 交叉部Ｕボルト ４００型 ２００．０

１４ 締付用Ｕボルト

１５ 切梁ブラケット

１６ 腹起し部ブラケット
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４）二重鋼矢板締切概念図

Ｎｏ 部 材 名 称

１ 外側鋼矢板

２ 掘削側鋼矢板

３ タイロッド

４ タイロッド取付用腹起し

５ ナット

６ ワッシャー

７ 腹起し

８ 火打梁

９ 火打受ピース
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１１．２ 締切排水工

１．適用範囲

仮設工のうち水門、樋門、樋管、橋台、橋脚、護岸、砂防ダムなどの水中締切、地中

締切の排水工事に適用するものとし、ダム本体工事などの大規模工事には適用しない。

２．数量算出項目

締切排水の排水量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は揚程とする。

（１）数量算出項目一覧表

項 目 揚 程 単位 数 量 備 考

15m以下 m3／ｈ

締 切 排 水 量

15mを超えるもの m3／ｈ 揚程（ｍ）も算出する。
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１１．３ 仮橋・仮桟橋工

１．適用

鋼製による仮橋及び仮桟橋の上部工（桁、覆工板、高欄）と下部工（橋脚・杭橋脚）に

適用する。

２．数量算出項目

仮橋・仮桟橋上部、覆工板、高欄、橋脚、杭橋脚、定規等の数量を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区分
規 格 単位 数 量 備 考

項目

主 桁・横 桁 ○ ｔ 注）２
上

覆 工 板 ○ ㎡
部

高 ガードレール ○ ｍ 仮橋
工

欄 単管パイプ ○ ｍ 仮桟橋

橋脚（直接基礎形 ○ ｔ 注）３
下 式）

部 杭 橋 脚 ｔ 注）４
○

工 （杭基礎形式） 本

導 杭・導 枠 ○ 本 注）５

注）１．コンクリート基礎が必要な場合は別途計上する。

２．上部工の対象質量は、主桁、横桁の質量で、高力ボルトの質量は含まない。

３．橋脚の対象質量は、橋脚、枕、ブラケット、つなぎ材等の質量で、高力ボルトの質

量は含まない。

４．杭橋脚の対象質量は、枕、ブラケット、つなぎ材等の質量で、高力ボルトの質量は

含まない。

５．導杭・導枠はH型鋼（300×300）とし、導杭施工本数は杭橋脚打込み１０本当た

り８本が標準であり、導杭の本数を算出のこと。
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（２）規格区分

仮設材の材質、型式、寸法等ごとに区分して算出する。

（３）仮橋・仮桟橋工の概念図

橋脚、杭橋脚等の区分は、下図による
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４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

１）杭橋脚

数量の算出は、「第１編（共通編）11章仮設工11．１土留・仮締切工（３）数量算出方法」に

よるものとする。

＜参考＞仮橋と仮桟橋の定義

仮橋とは、橋の架け替時の代替として架ける橋、あるいは工事用車両などを通行させるため

に架ける橋など一時的に使用することを目的として架けた橋をいう。

仮桟橋とは、水上あるいは水中等での工事のために陸からのアプローチとして、作業員や工

事用機械、材料等の運搬及び船舶の接岸や係留などのために設けられたり、工事用作業足場と

して利用されるものをいう。
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１１．４ 足場工

１．適用

一般土木工事の構造物施工にかかる足場工に適用する。

ただし、高さ２ｍ未満の構造物には適用しない。また、鋼橋床版、砂防、ダム、トンネル

第１編(共通編)６章６．４．１場所打擁壁工（１）、７章７．１．１函渠工（１）、第３編

(道路編)７章７．１．１橋台・橋脚工（１）、１０章１０．１共同溝工（１）（２）等には

適用しない。

２．数量算出項目

足場の掛面積を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、構造物、工法とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
構造物 工 法 単 位 数 量 備 考

項 目

足 場 ○ ○ 掛ｍ２

（注）平均設置高さ「30m以下」と「30m超」に区分し算出する。

（２）構造物区分

構造物ごとに区分して数量を算出する。

（３）工法区分

工法による区分は、下表のとおりとする。

工 法 設 置 場 所

構造物面が傾斜している箇所
単管傾斜足場

（勾配が１分以上）

手摺先行型 構造物が垂直に近く（勾配１分未満）、

枠組足場 設置面が平坦な箇所

単管足場 枠組足場の設置が不適当な箇所

（注）転落防止の為の安全ネットは、構造物との離隔が

３０ｃｍ以上の場合原則有りとする。

必要ない場合は、明示し区分すること。
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（４）設置高区分

設置高による区分は、下表のとおりとし、設置高さの平均が３０ｍを超える場合は、その設

置高さを備考欄に明記すること。

Ｈ≦３０ｍ

平均設置高さ Ｈ＞３０ｍ

◎平均設置高さ ： Ｈ＝（Ｈ１＋Ｈ２）÷２

Ｈ１

Ｈ２
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４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）法枠工については、切土勾配が１割２分（40度）以上の場合に足場を計上するものとする。

（２）足場面積の算出例

１）足場工の計上範囲は、下図のとおりとする。

２）足場面積の算出は、下記のとおりとする。なお、現場条件、構造物の構造および施工方法

等でこれによりがたい場合は、別途算出するものとする。
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盛 １．足場工設置側が垂直に近い（勾配

１分未満）場合

土 Ⅰ．標準（足場設置面が平坦）

・・枠組足場

部 Ⅱ．Ⅰが不適当な場合・・単管足場

擁 ２．足場工設置側が傾斜している(勾配

１分以上）場合 ・・単管傾斜足場

壁
３．高さ（ｈ）２.０ｍ未満の場合は

原則として足場は計上しない。

４．盛土部の石積、ブロック積は足場

を計上しない。

５．足場工面積（掛ｍ２）

Ｌ＝延長（ｍ）

①

単管傾斜＝ｈ1×Ｌ

枠組＝ｈ2×Ｌ

②

単管傾斜＝ｈ１×Ｌ

枠組or単管＝ｈ2×Ｌ

③

枠組＝ｈ1×Ｌ＋ｈ2×Ｌ

④

（ｈ3＜２.０ｍの場合）

枠組＝ｈ1×Ｌ＋ｈ2×Σç

（ｈ3＞２.０ｍの場合）

枠組＝ｈ1×Ｌ＋ｈ2×Σç＋Ｎ×

（ｈ3×ｂ）

Ｎ＝控え壁（扶壁）数
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切 １．足場工設置側が垂直に近い（勾配

１分未満）場合

土 Ⅰ．標準（足場設置面が平坦）

・・枠組足場

部 Ⅱ．Ⅰが不適当な場合 ・・単管足場

擁 ２．足場工設置側が傾斜している(勾配

１分以上）場合 ・・単管傾斜足場

壁
３．高さ（ｈ）２.０ｍ未満の場合は

原則として足場は計上しない。

４．足場工面積（掛ｍ２）

①②

単管傾斜＝ｈ×Ｌ

橋 １．足場工設置側が垂直に近い（勾配

１分未満）場合

台 Ⅰ．標準（足場設置面が平坦）

・・枠組足場

Ⅱ．Ⅰが不適当な場合・・単管足場

２．足場工設置側が傾斜している（勾

配１分以上）場合・・単管傾斜足場

３．高さ（ｈ）２.０ｍ未満の場合は

原則として足場は計上しない。

４．フーチング部についても高さ(ｈ)が

２.０ｍ以上の場合は足場を計上する.

５．足場工面積（掛ｍ２）

①枠組＝{２(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

② （ｈ3＜２.０ｍの場合）

枠組＝{Ｌ＋２×ｂ1＋４.４＋２×

(ç－１.０)}×ｈ1＋ｈ1×ｂ2

（ｈ3＞２.０ｍの場合）

枠組＝{Ｌ＋２×ｂ1＋４.４＋２×

(ç－１.０)}×ｈ1＋ｈ1×ｂ2＋

ｈ2×ｂ3×２

③単管傾斜＝ｈ1×Ｌ

枠組＝(Ｌ＋２×ｂ1＋４.４)×

ｈ2＋ｈ3×ｂ2
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橋 １．足場工設置側が垂直に近い（勾配

１分未満）場合

台 Ⅰ．標準（足場設置面が平坦）

・・枠組足場

Ⅱ．Ⅰが不適当な場合・・単管足場

２．足場工設置側が傾斜している（勾

配１分以上）場合・・単管傾斜足場

３．高さ（ｈ）２.０ｍ未満の場合は

原則として足場は計上しない。

４．フーチング部についても高さ(ｈ)が

２.０ｍ以上の場合は足場を計上する.

５．足場工面積（掛ｍ２）

① 枠組＝{２(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

② （ｈ3＜２.０ｍの場合）

枠組＝{Ｌ＋２×ｂ1＋４.４＋２×

（ç－１.０)}×ｈ1＋ｈ1×ｂ2

（ｈ3＞２.０ｍの場合）

枠組＝{Ｌ＋２×ｂ1＋４.４＋２

×(ç－１.０)}×ｈ1＋

ｈ１×ｂ２＋ｈ２×ｂ3×２

③ 単管傾斜＝ｈ１×Ｌ

枠組＝(Ｌ＋２×ｂ１＋４.４)×

ｈ2＋ｈ3×ｂ2
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函 １．枠組足場を標準とする。

渠 ２．高さ（ｈ）が２.０ｍ未満は原則

として足場は計上しない。

・
３．足場工面積（掛ｍ２）

樋 ①

枠組＝ｈ1×Ｌ＋(Ｌ＋２×ｂ＋４.４)

管 ×ｈ2

②

枠組＝２×(Ｌ＋２×ｂ1－ｂ2

－４.４)×ｈ
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橋 １．枠組足場を標準とする。

脚 ２．高さ（ｈ）２.０ｍ未満は原則

として足場は計上しない。

３．フーチング部についても高さ(ｈ)が

２.０ｍ以上の場合は足場を計上する.

４．足場工面積（掛ｍ２）

① 枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

②（埋戻しを考慮しない場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

②（埋戻しを考慮する場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×ｈ1

＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８}

×ｈ2

③（埋戻しを考慮しない場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

③（埋戻しを考慮する場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×２

×ｈ1＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８

}×ｈ2

④

枠組＝{４×(ｂ1＋ｂ2)＋１７.６}

×ｈ
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橋 １．枠組足場を標準とする。

脚 ２．高さ（ｈ）２.０ｍ未満は原則

として足場は計上しない。

３．フーチング部についても高さ(ｈ)が

２.０ｍ以上の場合は足場を計上する.

４．足場工面積（掛ｍ２）

①

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

②（埋戻しを考慮しない場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

②（埋戻しを考慮する場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×ｈ1

＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８}

×ｈ2

③（埋戻しを考慮しない場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

③（埋戻しを考慮する場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×２

×ｈ1＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８

}×ｈ2

④ 枠組＝{４×(ｂ1＋ｂ2)＋１７.６}

×ｈ
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橋 １．枠組足場を標準とする。

脚 ２．高さ（ｈ）２.０ｍ未満は原則

として足場は計上しない。

３．フーチング部についても高さ(ｈ)が

２.０ｍ以上の場合は足場を計上する.

４．足場工面積（掛ｍ２）

①

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

②（埋戻しを考慮しない場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

②（埋戻しを考慮する場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×ｈ1

＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８}

×ｈ2

③（埋戻しを考慮しない場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ

③（埋戻しを考慮する場合）

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ1)＋８.８}×２

×ｈ1＋{２×(ｂ＋Ｌ2)＋８.８

}×ｈ2

④

枠組＝{４×(ｂ1＋ｂ2)＋１７.６}

×ｈ
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樋 １．枠組足場を標準とする。

門 ２．高さ（ｈ）２.０ｍ未満は原則

として足場は計上しない。

３．足場工面積（掛ｍ２）

①

枠組＝{２×(ｂ＋Ｌ)＋８.８}×ｈ1

－(ｈ1－ｈ2)×(Ｌ＋１.０)
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１１．５ 支保工

１．適用

一般土木工事の構造物施工の支保工に適用する。
ただし、第１編(共通編)６章６．４．１場所打擁壁工（１）、７章７．１．１函渠工

（１）、第３編(道路編)７章７．１．１橋台・橋脚工（１）、１０章１０．１共同溝工
（１）（２）には適用しない。

２ ．数量算出項目

支保の空体積を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、構造物、工法、設置高、支保耐力とする。

（１）数量算出項目および区分一覧表

区 分 支 保
構造物 工 法 設置高 単 位 数 量 備 考

項 目 耐 力

支 保 ○ ○ ○ ○ 空ｍ３

（２）構造物区分
構造物ごとに区分して算出する。

（３）工法区分
工法による区分は、下記工法選定フローによる。

ス タ ー ト

平均設置高 No

Ｈ＜４ｍ

Yes

支保耐力 No
ｆ≦60kN／㎡

Yes 支保耐力
ｆ≦80kN／㎡ No

かつ
最大設置高
Ｈ≦30ｍ

Yes

パイプサポート支保 く さ び 結 合 支 保 別 途 検 討

注）支保耐力８０ＫＮ／ｍ２を超える場合、又は最大設置高さが３０ｍを超える場合は、
別途工法等を検討するものとする。
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（４）支保耐力及び設置高区分

支保耐力及び設置高による区分は、下表のとおりとする。

１）パイプサポート支保工

平均設置高
支 保 耐 力 ｺﾝｸﾘｰﾄ厚(cm)（参考）

(ｍ)

４０ｋＮ／ｍ２以下 ｔ≦120cm

Ｈ＜4.0m

４０ｋＮ／ｍ２を超え

120cm＜ｔ≦190cm
６０ｋＮ／ｍ２以下

注）１．平均設置高による区分は、全数量について対象とする。

２．張出部等で断面が変化する場合のｺﾝｸﾘｰﾄ厚は平均とする。（支保工概念図参照）

２）パイプサポート支保工（小規模）

平均設置高
支保耐力 ｺﾝｸﾘｰﾄ厚(cm)(参考)

（ｍ）

Ｈ＜4.0m ４０ｋＮ／ｍ２以下 ｔ≦120cm

注）１．総設置数量４０空ｍ２以下とする。

３）くさび結合支保工

施工基面からの
支保耐力 ｺﾝｸﾘｰﾄ厚(cm)(参考)

最大高さ（ｍ）

40ｋＮ／ｍ２以下 ｔ≦120cm

ｈ≦30

40ｋＮ／ｍ２を超え
120cm＜ｔ≦250cm

80ｋＮ／ｍ２以下

40ｋＮ／ｍ２以下 ｔ≦120cm

ｈ＞30

40ｋＮ／ｍ２を超え
120cm＜ｔ≦250cm

80ｋＮ／ｍ２以下

注）１．張出部等で断面が変化する場合のコンクリート厚は平均とする。（支保工概念図

参照）
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４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）空体積の算出例

支保の空体積の算出は、下記のとおりとする。なお、現場条件、構造物の構造及び施工

方法等でこれによりがたい場合は、別途算出するものとする。

函 支保工の体積（空ｍ３）

左図に示す内空断面

渠

・

橋

脚

等
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（２）支保工概念図（参考例）

支保工対象数量は、完成内空断面とする。

◎ 支保耐力決定のためのコンクリート厚（ｔ）は、次式により算出する。

ｔ＝（ｔ1＋ｔ2）÷２

◎ 支保工の空体積(空ｍ３)は、次式により算出する。

Ｖ＝（ｈ1＋ｈ2）÷２×Ｌ×Ｗ
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１１．６ 仮囲い設置撤去工

１１．６．１ 仮囲い設置撤去工

１．適用

建設工事現場における仮囲いの設置及び撤去に適用する。

２．数量算出項目

仮囲いの延長を算出する。

（１）数量算出項目区分一覧表

項目 高さ 基礎形式 単位 数 量 備 考

仮 囲 い ○ ○ ｍ

高さ３ｍ、基礎形式は単管による土中打込みを標準とする。これによらない場合は、使用す

る材料ごとに規格、数量を算出する。

３．参考図（仮囲い概念図）
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１１．６．２ 雪寒仮囲い工

１．適用

積雪寒冷地の冬期における土木構造物の施工において，平均設置高30ｍ以下の「雪寒

仮囲い」の設置及び撤去に適用する。なお，小型構造物には適用しない。

２．数量算出項目

雪寒仮囲いの面積を区分毎に算出する。

３．区分

区分は，雪寒仮囲いの構造形式とする。

（１）数量算出項目一覧表

区分
構造形式 単位 数 量 備 考

項目

雪寒仮囲い ○ ㎡

（２）構造形式区分

下記のとおり，構造形式ごとに区分して算出する。

①Ｐタイプ

②Ｗタイプ

③ＰＷタイプ

※さらに，「②Ｗタイプ，③ＰＷタイプ」については，枠組足場と枠組足場以外で

数量を区分すること。
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４．数量算出方法

数量の算出は，「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

※雪寒仮囲いの数量算出方法は，下記を標準とする。なお、数量算出の仮囲い面積とは，

壁面および屋根部の計５面の外面積を対象とする。

（１） Ｐタイプ（標準タイプ）

Ｓ＝Ｌ×（Ｈ１＋Ｈ２＋Ｂ２）＋Ｂ１×（Ｈ１＋Ｈ２） （㎡）

Ｓ ：仮囲い面積（㎡）

ｂ ：対象構造物の幅（ｍ）

ç ：対象構造物の長さ（ｍ）

ｈ ：対象構造物の高さ（ｍ）

Ｂ１：仮囲いの底面の幅（ｍ）

Ｂ１＝ｂ＋０．８×２

Ｂ２：仮囲いの屋根の幅（ｍ）

Ｂ２＝√Ｂ１
２＋（Ｂ１×０．１）２

Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ）

Ｌ＝ç＋０．８×２

Ｈ１：仮囲いの低い方の側面の高さ（ｍ）

Ｈ１＝ｈ＋１．８－（Ｂ１÷２）×０．１

Ｈ２：仮囲いの高い方の側面の高さ（ｍ）

Ｈ２＝ｈ＋１．８＋（Ｂ１÷２）×０．１
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（２） Ｐタイプ (ブロック張タイプ）

Ｓ＝Ｌ×（Ｈ１＋Ｈ２＋Ｂ２）＋（ｂ＋０．８×２）×（Ｈ１＋Ｈ２＋ｈ３）

－ｈ３×（ｂ－ｂ１＋ｂ２＋０．８×２） （㎡）

Ｓ ：仮囲い面積（㎡）

ｂ ：対象構造物の幅（ｍ）

ç ：対象構造物の長さ（ｍ）

ｈ ：対象構造物の高さ（ｍ）

ｈ１：対象構造物の谷側での高さ（ｍ）

ｈ２：対象構造物の山側での高さ（ｍ）

Ｂ１：仮囲いの断面の幅（ｍ）

Ｂ１＝ｂ＋０．８×２

Ｂ２：仮囲いの屋根の幅（ｍ）

Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ）

Ｌ＝ç＋０．８×２

Ｈ１：仮囲いの谷側の側面の高さ（ｍ）

Ｈ２：仮囲いの山側の側面の高さ（ｍ）



1-11-30

２）Ｗタイプ

Ｓ１＝｛２×（ｂ＋ç）＋０．５×８＋１．２×４｝×ｈ （㎡）

Ｓ２＝Ｌ×（Ｈ１＋Ｈ２＋Ｂ２－ｈ×２）＋Ｂ１×（Ｈ１＋Ｈ２－ｈ×２） （㎡）

Ｓ１：枠組足場面積（㎡）

Ｓ２：枠組足場以外の面積（㎡）

ｂ ：対象構造物の幅（ｍ）

ç ：対象構造物の長さ（ｍ）

ｈ ：対象構造物の高さ（ｍ）

Ｂ１：仮囲いの底面の幅（ｍ）

Ｂ１＝ｂ＋０．５×２＋１．２×２

Ｂ２：仮囲いの屋根の幅（ｍ）

Ｂ２＝√Ｂ１
２＋（Ｂ１×０．１）２

Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ）

Ｌ＝ç＋０．５×２＋１．２×２

Ｈ１：仮囲いの低い方の側面の高さ（ｍ）

Ｈ１＝ｈ＋１．８－（Ｂ１÷２）×０．１

Ｈ２：仮囲いの高い方の側面の高さ（ｍ）

Ｈ２＝ｈ＋１．８＋（Ｂ１÷２）×０．１
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３）ＰＷタイプ

Ｓ１＝（ç＋０．８×２）×ｈ１ （㎡）

Ｓ２＝Ｌ×（Ｈ１＋Ｈ２＋Ｂ２－ｈ１）＋Ｂ１×（Ｈ１＋Ｈ２－ｈ１－ｈ２）

＋（ｂ＋0.8＋0.5）×ｈ２×2＋（ｂ＋0.5×2）×（ｈ１－ｈ２） （㎡）

Ｓ１：枠組足場面積（㎡）

Ｓ２：枠組足場以外の面積（㎡）

ｂ ：対象構造物の幅（ｍ）

ç ：対象構造物の長さ（ｍ）

ｈ１：対象構造物の谷側での高さ（ｍ）

ｈ２：対象構造物の山側での高さ（ｍ）

Ｂ１：仮囲いの断面の幅（ｍ）

Ｂ１＝ｂ＋０．５＋０．８＋１．２

Ｂ２：仮囲いの屋根の幅（ｍ）

Ｂ２＝√Ｂ１
２＋（Ｂ１×０．１）２

Ｌ ：仮囲いの長さ（ｍ）

Ｌ＝ç＋０．８×２

Ｈ１：仮囲いの低い方（谷側）の側面の高さ（ｍ）

Ｈ１＝ｈ１＋１．８－（ｂ＋０．５＋１．２）×０．１

Ｈ２：仮囲いの高い方（山側）の側面の高さ（ｍ）

Ｈ２＝ｈ２＋１．８＋０．８×０．１
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１１．７ 土のう工

１．適用

簡易な仮締切工等に適用するものとする。

２．数量算出項目

土のう積面積を算出する。

（１）数量算出項目一覧表

項 目 並べ方 単位 数量 備 考

土 の う 積 ○ ㎡(袋)

ｍ２により算出し難い場合は、袋により算出する。

（２）並べ方

並べ方は下記の区分による

①小口並べ

②側面並べ

（３）土のう積面積

土のう積面積は直高×延長より算出する。

３．参 考
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１１．８ 切土及び発破防護柵工

１．適用

切土及び発破による落石又は飛石を防止するための仮設防護柵の設置・撤去に適用す

る。

２．数量算出項目

防護柵の面積を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、防護柵形式とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分 防護柵形式 単位 数量 備 考
形 式

防 護 柵 ○ ㎡

（２）防護柵形式区分

防護柵の形式を下記のとおりに区分して算出する。

①形式１

②形式２

③形式３

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）防護柵の内訳は下記の項目で算出する。

区 分
規 格 単位 数 量 備 考

項 目

土 留 材 ○ ｍ２

金 網 ○ ｍ２

シ ー ト ○ ｍ２

注）支柱・横桁・土留材に使用する各鋼材等については、鋼板はｔ当り，鋼矢板は枚当り，

Ｈ形鋼は本当りにより算出すること。
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４．参考図

○図２－１ 土留材 支柱（Ｈ形鋼）

支 柱 形 式
支 柱 Ｈ 形 鋼

横 桁 無 し

金 網 ・ シ ー ト 施 工 内 容 －

土 留 材
種 類 有 り

施 工 内 容 全 面 施 工

○図２－２ 土留材 横桁 支柱（Ｈ形鋼）

（Ａ）

横桁 支柱（Ｈ形鋼）

（Ｂ）

金網

シート

土留材

支 柱 形 式
支 柱 Ｈ 形 鋼

横 桁 有 り

金 網 ・ シ ー ト 施 工 内 容

土 留 材
種 類 有 り

施 工 内 容 土留全面又は土
留及び金網・

シート併用施工

○図２－３ 横桁

H形鋼  金網

 シート

支 柱 形 式
支 柱 Ｈ 形 鋼

横 桁 有 り

金 網 ・ シ ー ト 施 工 内 容 全 面 施 工

土 留 材
種 類 －

施 工 内 容 －
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１１．９ 汚濁防止フェンス工

１．適用

河川、海岸工事等に使用する汚濁防止フェンスの据付・撤去に適用する。

２．数量算出項目

汚濁防止フェンスの延長を区分により算出する。

３．区分

区分は、規格とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
規 格 単 位 備 考

項 目

汚濁防止フェンス ○ ｍ

（２）規格区分

汚濁防止フェンスの延長をカーテン長（規格）ごとに区分して算出する。
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１１．１０ アンカー工（ロータリーパーカッション式） 

 

 １．適用 

 ロータリーパーカッション式ボーリングマシンにより削孔を行い、引張鋼材にてアンカー

を施工し、長期に供用するものに適用する。 

 

 ２．数量算出項目 

 削孔（アンカー）、アンカー鋼材加工・組立、挿入、緊張・定着・頭部処理（アンカー）、

グラウト注入（アンカー）、ボーリングマシン移設（アンカー）、足場工（アンカー）を区分

ごとに算出する。 

 

 ３．区分 

 区分は、足場工の有無、方式、呼び径、土質、防食方式、アンカー鋼材、削孔長、設計荷

重、頭部処理の有無とする。 

 

 （１）数量算出項目及び区分一覧表  

区 分
項 目 

足場
工の
有無 

方式 
呼び
径

土質
防食
方式

アン
カー
鋼材

削孔
長

設計
荷重

頭部
処理
の

有無

単位 数量 備考

削 孔 
( ア ン カ ー ) 

○ ○ ○ ○      ｍ   

アンカー鋼材
加工・組立，
挿入，緊張・
定着・頭部処
理(アンカー) 

    ○ ○ ○ ○ ○ 本   

 

 （２）呼び径区分 

呼び径による区分は、以下のとおりとする。呼び径とは、ドリルパイプ外径（㎜）をいう。 

呼び径   φ ９０㎜（単管方式・二重管方式） 
 

  
φ１１５㎜（単管方式・二重管方式）   

  
φ１３５㎜（単管方式・二重管方式）    

   
φ１４６㎜（二重管方式）    
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 （３）土質区分 

土質区分は、以下のとおりとする。 

土 質 区 分   粘性土、砂質土（単管方式・二重管方式） 
 

  
レキ質土（単管方式・二重管方式）   

  
玉石混り土（単管方式・二重管方式）    

   
軟岩（二重管方式）    

   
硬岩（二重管方式）    

注）１．硬岩は、コンクリートを含む。 

  ２．土砂を貫通して岩部分にアンカーを定着する場合は、二重管削孔を標準とする。 

 

 （４）方式 

方式は、以下のとおりとする。 

方   式 
  

単管 
 

  
二重管    

注）土砂を貫通して岩部分にアンカーを定着する場合は、二重管削孔を標準とする。 

 

 

 ４．数量算出方法 

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか、下記の方法によるものとす

る。 

 

（１）アンカーの内訳は下記の項目で算出する。 
区 分 

項 目 
規 格 単 位 数 量 備 考 

ア ン カ ー 鋼 材 ○ ｍ   

注 入 パ イ プ ○ ｍ   

シ ー ス ○ ｍ   

防 錆 材 ○ Kg   

定 着 加 工 用 具 ○ 組  
ﾊﾟｲﾛｯﾄｷｬｯﾌﾟ 
ｽﾍﾟｰｻ等 

ア ン カ ー 定 着 具 ○ 組  
ｱﾝｶｰﾍｯﾄﾞ､ﾌﾟﾚ 
ｰﾄ､ｸｻﾋﾞ等 

グ ラ ウ ト ○ ｍ３   

足 場 ○ 空ｍ３   

（注）数量は、必要量（ロスを含む）を算出すること。 

 

 （２）削孔長区分 

削孔長による区分は、以下のとおりとする。 

削 孔 長   １０ｍ以内 
  

   
１０ｍを超える    
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（３）設計荷重区分 

設計荷重は、以下の区分で算出する。 

設計荷重   ｆ＜400kＮ未満 
  

   
400kＮ≦ｆ＜1,300kＮ    

   
1,300kＮ≦ｆ＜2,000kＮ    

 

 （４）頭部処理の有無区分 

頭部処理の有無による区分は、以下のとおりとする。 

頭部処理の有無   有り 
 

  
無し    

 

（５）足場 

足場は、施工場所が既設の構造物（斜面）等で必要な場所に計上する。 

また、作業面の足場幅は、4.5m を標準とする。 

 

（６）グラウト 

１）グラウトの使用量 

グラウトの使用量は、次式を参考とし、材料の補正（ロス）を含んだ数量を算出する。 

 

Ｖ＝ 
Ｄ２×π 

×Ｌ×（１＋Ｋ） 
４×１０６ 

 
Ｖ：注入量（ｍ３） 

Ｄ：ドリルパイプの外径（mm) 

Ｌ：削孔長（ｍ） 

Ｋ：補正係数 

（注）補正係数は 2.2 を標準とするが、過去の実績や地質条件等により本係数

を使用することが不適当な場合は、別途考慮すること。 
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１１．１１ 鉄筋挿入工（ロックボルト工）

１．適用

鉄筋挿入工（ロックボルト工）に適用する。

２．数量算出項目

鉄筋挿入の延長を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、現場条件、規格、垂直高とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分

現場条件 規 格 垂直高 単 位 数 量 備 考

項 目

鉄 筋 挿 入 ○ ○ ○ ｍ

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）鉄筋挿入の内訳は下表の項目で算出する。

区 分
現場条件 規 格 垂直高 単 位 数 量 備 考

項 目

鉄 筋 挿 入 ○ ○ ○ ｍ 注）１

足 場 ○ × × 空m3 注）２

上 下 移 動 ○ × × 回 注）２

注）１．鉄筋挿入の施工単位（ｍ）は、削孔長を表す。

注）２．足場、上下移動については、必要に応じて計上する。

（２）鉄筋挿入は現場条件、規格、垂直高毎に以下の区分で算出する。

現場条件 (Ⅰ)削孔に要する重機が搬入可能な場合：削孔長1m以上5m以下、削孔径

42mm以上65mm以下、法面垂直高さ30ｍ以下

(Ⅱ)削孔が仮設足場（単管足場）または土足場となる場合：削孔長1m以

上5m以下、削孔径42mm以上65mm以下、法面垂直高さ40ｍ以下(ただ

し、機械設置基面から削孔位置までの高さが１ｍ以下)

(Ⅲ)削孔がロープ足場（命綱）となる場合：削孔長1m以上2m以下、削孔

径42mm以上50mm以下、法面垂直高さ40ｍ以下
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（３）グラウト注入の規格はその配合を１ｍ３当りで算出し、アンカー１本当りのグラウト注入量

も算出する。

アンカー１本当りに必要なグラウト注入量は、次式を標準とする。

Ｄ２×π
Ｖ＝ × Ｌ × （１＋Ｋ）

４×１０６

Ｖ：グラウト注入量（ｍ３）

Ｄ：削孔径（mm）

Ｌ：削孔長（ｍ）

Ｋ：補正係数（＝０．４）

（４）垂直高

項 目 法面垂直高による区分

現 場 条 件 Ⅰ ①３０ｍ以下 ②３０ｍを超える

現 場 条 件 Ⅱ ①４０ｍ以下 ②４０ｍを超える

現 場 条 件 Ⅲ ①４０ｍ以下 ②４０ｍを超える

注）法面垂直高さとは、法面下部からの高さである。

（５）仮設足場

仮設足場は現場条件(Ⅱ)の場合で、必要な場所に計上する。

又、作業面の足場幅は2.0mを標準とする。

（６）削孔機械の上下移動

削孔機械の上下移動は現場条件(Ⅱ)の場合で、必要な場所に計上する。



YES YES

YES YES

YES

NO NO

YESYES

NO

NO YES

YES

NO NO

φ：削孔径
Ｌ：削孔長

NO

削孔に要する重機
の搬入が可能か？

仮設足場の設置
または土足場の
確保が可能か？

START

法面垂直高さが
30m以下か？

42mm≦φ≦65mm
かつ

 1m≦Ｌ≦5m
現場条件Ⅰ

適用外

法面垂直高さが
40m以下か？

42mm≦φ≦65mm
かつ

 1m≦Ｌ≦5m
現場条件Ⅱ

機械設置基面から
削孔位置までの高
さが1m以下か？

法面垂直高さが
40m以下か？

適用外

42mm≦φ≦50mm
かつ

  1m≦Ｌ≦2m
現場条件Ⅲ
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５．参考

適用のフロー図
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１１．１２ ウエルポイント工

１．適用

構造物等の掘削工事におけるウエルポイント工に適用する。

２．数量算出項目

ウエルポイント本数を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、規格とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
規 格 単位 数 量 備 考

項 目

ウエルポイント ○ 日

（２）規格区分

ウエルポイント本数をウエルポイントの種類・サンドフィルターの有無に区分して算出す

る。

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）ウエルポイントの内訳は下記の項目で算出する。

区 分
規 格 単位 数 量 備 考

項 目

ウエルポイント ○ 本

ヘッダーライン ○ ｍ

ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄﾎﾟﾝﾌﾟ ○ 日

ジ ェ ッ ト 装 置 ○ 日
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１１．１３ 連続地中壁工（柱列式）

１．適用

連続地中壁（柱列式）施工をする場合に適用する。

２．数量算出項目

連続地中壁のセット数を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、掘削径、掘削深度，土質とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
掘削径 掘削深度 土 質 単位 数 量 備 考

項 目

連 続 地 中 壁 ○ ○ ○ セット 壁面積を記載する。

（２）掘削径区分

連続地中壁のセット数を掘削径ごとに区分して算出する。

（３）掘削深度区分

連続地中壁のセット数を掘削深度ごとに区分して算出する。

（４）土質区分

土質による区分は、以下によるものとする。

土質 砂質土・レキ質土

粘性土

Ｎ値 １５未満

１５以上３０未満

３０以上４５未満

４５以上



1-11-44

４．数量算出方法

数量の算出は、「第１編（共通編）１章基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。

（１）連続地中壁の内訳は下記の項目で算出する。

区 分
規 格 単位 数 量 備 考

項 目

本
芯 材 ○

kg/本 １本当り芯材（Ｈ形鋼）質量を算出する。

混 練 材 ○ ｍ３

ガ イ ド × ｍ

標準的な配合の場合の１セット当り混練材使用量（Ｑ）は下記によるものとする。

Ｑ＝0.47×Ｌ（ｍ３／セット）

Ｌ：掘削混練長（ｍ）
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１１．１４ 敷鉄板設置撤去工

１．適用

工事用道路工事等において、軟弱地盤等により工事用車両の通行に支障がある場合の敷鉄

板設置・撤去作業に適用する。

２．数量算出項目

敷鉄板の面積、枚数を区分ごとに算出する。

３．区分

区分は、施工箇所、規格とする。

（１）数量算出項目及び区分一覧表

区 分
施工箇所 規 格 単位 数 量 備 考

項 目

ｍ２

敷 鉄 板 ○ ○

枚

（２）施工箇所区分

施工箇所（ブロック）毎に区分して算出する。

（３）規格区分

敷鉄板の種類、寸法（厚さ×幅×長さ）毎に区分して算出する。




